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　1.ロストウの成長段階説をめぐる波紋
　1960年９月，コンスタンツで開催された国際経済学会(Intematinal Eco-
nomic Association)において，ロストウ(W. W. Rostow)のテイク・オフ仮説
をめぐって活発な議論が展開された。それ以前の1950年代からクズネッツ
(Simon S. Kuznets)やルイス(W. A. Lewis)による経済成長と資本形成の関
係に関する研究が始まっていた。中でもクズネッツは1930年に刊行した
536ページに及ぶ大部な著書｢生産と物価の長期運動｣(Secular Movement in
Productionand Prices)において各国経済史の統計的研究を手掛けているが，
その段階では産業別発展を詳細に分析したにとどまり，まだ資本形成につ
いて明確に言及するまでには至っていなかった。その後，1953年になって
資本形成と経済成長の関係に着目した研究を発表している。一方，ルイス
は1954年に｢無制限な労働供給がある場合の経済発展｣と題する論文を発
表して，貯蓄・投資と国民所得との関係について数量的に証明することに
よって経済発展のための必要条件を立証し，それを産業革今期に援用して
注目を集めた。
(補足1)1920年代までの経済史研究は，クズネッツ(S. S.Kuznets,1930)
によれば3つの領域に分けられるといわれる。①人口の増大，②需要の変
化，③機械的あるいは工学的進歩とビジネス組織の改善を含む技術的変化
の３つが主たる研究対象であった。｢技術進歩卒のスローダウンと産業の
拡張をともなう労働と資本の関係の変化を取り上げてみよう。技術変化の
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速度と新しい機械の導入によってもたらされた産業成長の初期には，特に
この成長が古い産業の革命をもたらすなら，経験をつんだ労働者の大いな
る不足と経験の乏しい労働者の過剰が見られる。労働に関する企業家の主
たる仕事は新しい技術の効率の促進と，その抵抗の排除，労働者に自由を
与えることである。条件が安定するにつれて激しい競争と利潤の減少があ
らわれ，科学的管理の問題が生じてくる。道具や機械に対する自由な調整
を労働者にゆだねていた古い管理方法が機能しなくなる。いまやこのよう
な工場内労働者の立場の変化がかなり重要になり，それは発展の一部とし
て，技術変化が常時おこり，生産高の成長曲線がうまく当てはまるように
なる。労働組合組織の増大やそれに関連する変化にも同じような重要性を
感じ取るかもしれない」（opcit.,p.327)
　ルイスの論文は，経済発展段階の数量的証明を意図したものであり，ル
イスとロストウは共通点をもっている。一方，クズネッツとルイスはいず
れもケインズの所得決定論の影響を強くうけ，経済発展にとって資本蓄積
が重要であることを強調する点では共通しており，そのことも影響してそ
の後の経済史研究はハロッド・ドーマー・モデルに代表されるポスト・ケ
ンジアンの影響をうけるようになった。このような分析用具を活用した歴
史研究，すなわち経済発展あるいは経済成長の数量的研究が進展するよう
になったのは1950年代になってからである。しかし，産業革命期のような
歴史過程の数量分析には，当然のことながらを統計資料が不可欠である。
しかし，入手可能な統計資料は決して多いとはいえない。クズネッツの初
期の研究に動員された資料をみる限り，歴史的連続性を強調するあまり，
技術革新の影響のようなきわたった経済発展を明確に示しえていないこと
も確かである。
　そのようなはざまの中でロストウは「テイク・オフ（離陸）仮説」を中
心にすえた成長段所説を発表したのである。ロストウのテイク・オフ仮説
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は，「産業革命は国民所得に対する資本形成率の急激な増加と定義される
べきである」というルイスの説を踏襲したものであり，資本形成がテイク
・オフの決定要因とみるものである。ルイスが提示した数字は20世紀のイ
ンドの経験から引き出された数字であったが，ロストウは，ルイスの産業
革命期の経済的変化の決定的なシフトは資本形成であるという見方を踏襲
し，イギリスの産業革命期の1782年から1802年の20年間に凝縮的投資が進
んだと主張した。
　このようなロストウの成長段階説はコンスタンツの国際学会で批判の矢
面に立だされただけでなく，その後も10年に及ぶ波紋を広げていった。コ
ンスタンツ会議では，フィリス・デイーン(Phyllis Deane)とハバクック（Ｈ.
J.Habakkuku)による「イギリスにおけるテイク・オフ」と題する共同論文
が提出された。この論文はロストウ仮説について検証するという狙いをも
っており，二人とも，ロストウに批判的なクズネッツの主唱による共同研
究の成果を発表するというものであった。二人は，イギリスの産業革命期
には投資率がほぼ２倍であったというロストウの基本的な考え方，すなわ
ちグレゴリー・キングが残している資料（1688年推計）を利用して分析を
試みた結果，1688年ころは純国民所得に対する投資率は５％程度であった
が成熟段階の1850年ころには10％あるいはそれ以上であるという見方につ
いてはロストウの考えと一致していることを証明し，基本的にはロストウ
の考え方を裏付けるものであった。しかしデイーンとハバクックは，投資
率の増大は18世紀の最後の20年間に凝縮されているというロストウの見方
には異論を唱えた。二人は産業革命期における投資率は比較的なだらかな
増大であったと主張した。 1847年における鉄道（建設）ブームのピーク時
には国民所得に占める資本形成の比率は12％であり，ロストウ仮説に合致
していたが，産業革命期には投資率の増大はなだらかであり，ロストウ仮
説は当てはまらないと主張したのである。このように18世紀終わりの産業
革命が始まったといわれ，ロストウがイギリス経済のテイク・オフ段階と
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いった時期の投資率をめぐって意見が完全に分かれたのである。（Ｆ.
Crouzet,1972）。
　コンスタンツ会議が開催された1960年は，ロストウの「経済成長の諸段
階一非共産主義宣言－」（The Stages of Economic Growth―A Non-Communist
Manifesto一）の第１版が刊行された年であり，1956年のエコノミック・ジ
ャーナルの論文とともに成長段階説は一躍有名になった。それ以前にもド
イツ歴史学派やマルクスによる「経済発展段階説」はあったが，ロストウ
が注目をあつめた理由は，副題が示すようにセンセーショナルな，冷戦最
中の反共産主義を標榜した著書であったこともひとつの理由であったが，
ルイスの研究を援用しながら論証した，クズネッツなどの統計的・数量的
歴史研究に対する段階説の立場からの挑戦的ともいえる内容であっただけ
に，経済史研究者からの強い反発をまねくこととなったのである。
　それから４年後の1964年には，「諸段階」において鉄道を経済発展のリ
ーディング・セクターと位置づけたロストウに対して，統計的計量主義に
よるフォーゲル(R. W. Fogel)の批判書が出版された。フォーゲルは，鉄道
投資が飛躍的な経済成長を促進する効果をもったといいきれるのかどうか
を問題にすると同時に，鉄道がアメリカ経済の発展にとってリーディング
・セクターといえるのかどうかについて検証し，数量的証明という立場か
らロストウに対して批判を浴びせたのである。フォーゲルによって，この
ような疑問が提示されるまでは，長い間だれでも鉄道は経済発展の原動力
であり,もし鉄道がなかったならアメリカの経済成長はありえなかっただ
ろうという見方をする人が多かった。それがあたかも当然のことと考えら
れていたことから，フォーゲルはこのような考え方を「不可欠性の公理」
（ＡｘiomofIndispensability)と名付けた。したがって，フォーゲルの著書は，
この公理を数量的に検証するという狙いをもつものであった。それは当然
のことながらロストウ仮説への批判でもあった。このことは経済史研究に
おいて仮説による段階説という分析手法を採ることが正しいのかどうか。
　　　　　　　　　　　　　　　－36－
仮説を立てるとしてもそれは統計的・数量的証明がなければならないとい
う立場を強調するかどうかである。フォーゲルは鉄道がアメリカ経済の成
長に果たした役割を数量的に検証することによって，ロストウの成長段階
説を批判しようとしたのである。
　その後の経済史研究は統計的・数量的証明，すなわち「計量経済史」
(clio-metrics)に依存する機会が多くなったように見受けられる。仮説の数
量的検証が重視されるようになったのである。そうはいっても統計資料を
古い時代にまでさかのぼって入手することは事実上不可能であり，統計資
料の入手難が数量経済史研究の大きな壁となって立ちはだかるのも避けら
れない事実である。フォーゲルの著書が発刊された翌年には早速，フォー
ゲルの研究に対してフィシュロウ(Albert Fishlow,1965,pp. 112-125)の批判
が出されている。
（補足２）産業革命に関する論点
　クラパム(Sir John Clapham)は1926年に発刊された「現代イギリス経済
史」(An Economic Historyof Modem Bitain)の中で，工業化は1839年までは
未完成であり，それまでは産業組織は古い殼にとらわれており，さまざま
な過渡期的様相を呈していたと述べ，いわば経済発展の過渡期的特質を強
調する。アシュトン(Ashton, T. S.(1948),The IndustrialRevolution,1760-
1830｡中川敬一郎訳，産業革命，岩波書店，1973年｡）も1948年に刊行された
「産業革命」の中で，「このような一連の変化が『産業革命』と呼ばれる
べきか否かについては，いくらでも議論できるであろう。すなわち，こう
した変化は単に『産業上のJ industrialものであっただけでなく，社会的
な，また思想的な変化でもあった。また『革命J revolutionという言葉は
変化が急激であったことを意味するが，実際はそれは経済過程の特徴では
ない。すなわち，しばしば資本主義と呼ばれるかの人間関係の体系は，す
でに1760年以前にその根源を持っているし，他方完全な発達を見だのは
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1830年以後のことであった。「革命」という言葉には，この連続性という
重要な事実を見逃す危険が含まれている」（邦訳, pp. 10-11.)と述べ，産
業革命が歴史的経済発展の結果であるというニュアンスを残している。
　イギリスにおける産業革命はアシュトンがいうように1760年から1830年
にかけて起こったというのが定説であるが，産業革命に先行する「原始工
業化」(proto-industrialization）＝工業化の第１局面が果たして存在したのか，
存在したとすればどのような工業化であったのか，それは産業革命によっ
て出現したとされる工場制工業とどこが違うのかという問題についてはす
でに多くの指摘が行われてきた。
　クラークソン(Clarkson, L. Ａ.（1985) Proto-Industxialization,The FirstPhase of
Industrilization?,pp- 15-16.)は工場制工業に先立つプロトインダストリー
（原始的工業）の存在を検証して，次の４つの特徴があるという。
　（１）　職人(craftsman)は自分が住んでいる地域外の市場で売るための商品
を生産し，その市場はしばしば海外であり，他地域の商品と競争関係にあ
ったこと，（2）工業生産物は農民生産者(peasant-manufacturers)の生産物で
あり，農業のかたわら織布・靴下編みを行っていたこと，（3）地方生産
(ruralmanufacturing)が市場向けの農業を刺激したこと，（4）生産地区に近
い町が商業の中心であったことの４つであり，プロトインダストリーの地
域は17世紀にはヨーロッパ全域に広がり，繊維工業一羊毛，リネン，綿，
絹の生産―が最も重要な産業であり，17世紀後半から地域特化か進行し
ていった。このことから17世紀後半から18世紀にかけて，その後の産業革
命にいたるプロトインダストリーが先行しており，生産の広域化によって
商業も活発化した。
　このような特色をもつプロトインダストリーは産業革命に先立つ先行的
工業化なのか，それとも工場制工業の出現をまって初めて工業化というべ
きか。もし経済発展の漸進説を採るならば先行的工業化が産業革命に対し
てどのような役割を果たしたのかという問題点が浮上してくる。農民生産
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者による生産は手工業生産であり，工場制工業とは明らかに違う。そこに
は断絶があり，手工業生産と商業が連結した工業化は明らかに違うともい
える。この点を明確に指摘したのはヒックス(J. R. Hicks)である。ヒック
スは，「経済史の理論」(Hicks, J.R. (1969）Ａ Theory of Economic Histroy,
Oxford Univ. Press,Oxford, Chapt. 9, pp. 141ff.邦訳，新保博訳，経済史の理論，
岩波書店，昭和45年，邦訳, pp. 211-237)の中で，「『産業革命』とは『近代工
業の勃興』を意味するのであり，単なる工業の勃興をさすのではない。そ
れでは，『近代工業』とはいかなるものであろうか。近代工業を『古い工
業』，すなわち『市場』とともに生まれてきた手工業から峻別する基本的
特徴はどのようなものであろうか。……経済的には手工業と商業との相違
はきわめて小さい。……純粋の商人の場合は買い入れたものと売るものと
が物理的に同一の形態であるが，職人はかったものを形を変えて売ってい
る。職人と商人の違いはそれだけである。……しかしながら今日では工業
と商業が一致しない点が一つだけある。これこそが，これから追求しよう
とする二産業の区別に一つの手がかりを与えるものと考えられるのである。
商人の資本は主として運転資本，ないし流動資本一回転資本―である。
……固定資本が中心的地位を占めたとき，あるいは占めはじめたとき，ま
さに『革命』が起こるのである。……『近代工業』が生まれる以前におい
ては，現に使用されており，その生産にかなり多量の資源を要する唯一の
固定資本財は，建物と運輸手段（とりわけ船舶）であった。しかし，建物
は概して消費財であり，生産財ではなかった。また運輸手段も生産財では
あったとしても，製造業にではなく，商業に属するものであった。『産業
革命』，すなわち18世紀後半の『産業革命』において起こったことは，商
業においてではなく，生産に用いられる固定費本財の範囲が著しく拡大し
はじめたということであった。つまり資本蓄積の増加だけでなく，投資が
具体化される固定資本財の範囲と種類の拡大なのであった。これこそがこ
れから考察する産業革命という変化についての正しい経済的定義であると
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主張したいのである」という。この引用から明らかなように，ヒックスは
手工業と商業が一体化した「古い工業化」と産業革命によってもたらされ
た「近代的工業化」を峻別し，近代的工業化のもたらす広範な固定資本財
の蓄積が産業革命の本質であると喝破しているのである。このようなヒッ
クスの指摘は家内工業と商業が結び付いた工業と固定資本が広く活用され
る工場制工業を峻別したマルクス経済学と一脈通ずるものがあるが，この
点の認識については経済史研究家と大きく違うものではない。
　ヒックスは産業革命における技術の果たした役割を次のように評価する。
「新しい投資機会，すなわち探検という過程を通じて，また知識の向上を
通じて開かれる機会の開発によって，経済が成長するということは常に正
しい。……先の段階では，この探検は主として地理上のものであったのに
反し，後の段階では，それはきわめて広い意昧での物質界の科学的探検で
あった。工業に対して一見無限とおもえるほどの未来への展望を切り開い
たのは科学，とりわけ物理学であった。時がたつにつれ，このような科学
と工業との結びつきはしだいに顕著となってきた」（邦訳,pp.216-217)と
述べ，産業革命における科学・技術の役割を高く評価する点において一般
的理解と異なるところはない。
　アシュトンも同様なことを具体的に述べている。「産業革命」の第3章で
は，技術的革新の展開に果たした具体的な人物の貢献を詳述する。製鉄業
における製鉄方法の改良に貢献したヘンリー・コート（1740-1800），蒸気
機関の発明に貢献したジェームス・ワット（1736-1819），織物工業のリチ
ャード・アークライト（1732-92),ミュールのサミュエル・クリンプトン
（1753-1827）などの工業生産への貢献者に加えて，運河の建設に貢献した
ジェームズ・ブリンドリー（1716-72),道路建設に貢献したジョン・メト
カーフ（1717-1810），トマス・テルファド（1757-1834），ジョン・ラウダン
・マカダム（1756-1836），蒸気機関の設計者ジョージ・スティーヴンソン
（1781-1848）などである。中でも蒸気鉄道については「それが，英国の。
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また実に世界の経済生活に与えた影響は深刻なものである」(Ashton, op cit.
邦訳，p. 101）と絶賛している。ここにあげた名前の多くは後世に語り継が
れている名前であり，アシュトンはその功績を列挙する。
　一方，ランデスは次のようにいう。「18世紀において，一連の発明がイ
ングランドにおける綿花のマニュファクチャーを転換し，工場制度という
新しい生産方式を喚起した。……これらのイノベーションの豊富さと多様
性から資料収集は大きく阻害されるが，それでも３つの原則に則って整理
できるであろう。すなわち，人間の熟練・努力に代わる機械の活用，動物
的動力に代わる非動物的動力の活用，特に熱転換に対するエンジンの導入，
それによって新しい，ほとんど無限のエネルギー供給に道を拓いたこと，
新しくかつはるかに豊富な原料の利用，特に野菜や動物質に対する無機物
の活用の３つである」(Landes, D.S. (1965) Technological Change and Develop-
ment in Western Europe, 1750-1914, in The IndustrialRevolution and After,Part l，
The Cambridge Economic History of Europe･ p. 274)
　「このような技術革新や工場制度がなぜ最初にイギリスで起こったのか，
なぜ他の国でなかったのか。技術的変化は決して自動的なものではない。
それは旧来の方法の置き換えを意味し，既得権者に対する損害を意味し，
しばしば人間の間違った配置を意味する。そのような環境の下では，普通
いくつかの組み合わせを考え，そこからスタートしなければならない。（1）
現在の，あるいは可能な技術の不都合から改善の必要ないし機会，（2）新
しい方法が変化によるコストを償うような優秀性をもっていることである。
……われわれが『産業革命』と呼ぶ技術変化は，車輪の発明以来の何もの
にも劣らない過去との断絶を意味していた。企業家サイドでは，投資の急
激な再配分を必要としており，付随してリスクの概念の変更を必要として
いた。以前はほとんどすべての製造コストが変動費一主として原材料と
労務費―であったところに，今やますます多くの費用が固定費に埋没さ
れねばならない。……労働者にとっては転換はもっと根源的である。とい
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うのは職業の役割だけでなく，生活様式そのものが危うくなるからである。
……（イタリー，オランダ，フランスが不況に陥っている中で，原毛消費は10年
でおよそ８％上昇し，1740年から1770年にイギリスの消費は10年で13％から14％増
えた）この成長は注目に値することである。なぜなら，それが産業革命に
よる変化の性急さであり，それを理解することが技術的経済的発展におい
てイギリスが先行した理由を理解する上で役立つからである。……最後に，
戦争の混乱と破壊から逃れるイギリスの相対的自由さを挙げることができ
るだろう。平坦ではないが長期かつ頻繁な外国の熟練された職人の流入が
あり，生産センターから水運への，したがって遠隔地市場へのアクセスー
これらすべての要因が製造と流通のコスト引き下げの理由となったのであ
る」(Ibid.,pp. 275-279)。要するに，イギリスになぜ産業革命が起こったの
か，という経済史研究者の関心の強いテーマに対する答えは，技術ととも
に地の利，時の運などさまざまな条件が複合的に重なったということ以外
にはないのかもしれない。
（補足３）運河投資
　運河投資は当時としては大きな投資対象であった。デイーンの推計
(Deane. Ｐ･,Capital Formation in the IndustralRevolution before the Railway Age,
Economic　Development　and　Cultural　Change, vol.IX, ｎ０.3, 1961, in Francis
Crouzet ed.（1972) CapitalFormation in theIndustrialRevolution, Methuen & Co･ p･
108）では，1750年から1830年までの間におよそ2000万ポンドが内陸水路
の建設・改修に投下され，その内の250万ポンドから300万ポンドは1790年
以前の投資であり，18世紀最後の10年間に500から600万ポンドが投資され
た。こうして河川と運河の連絡輸送が活発になった。テムズ・セバーン運
河（1799年完成）フォース・クライド運河（スコットランド，1790年完成），
エルスメアー運河（1798年），ロンドンとバーミンガムを結ぶグランド・ジ
ャンクション運河（1793年）などの運河が相次いで完成し，運河時代を形
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成することになった。
　17世紀から18世紀の初めにおけるイギリスの交通は河川交通に依存して
おり，イギリスの交通革命の第一歩は河川交通から始まったといわれる。
その発展は緩慢であり，当初は規模も小さく後の段階ほどの費用はかから
ず，生産的投資対象であったが，18世紀も終わりになるにつれて規模も大
きくなり網の目のような運河のネットワークが完成していった。 1750年代
に2つ建設計画が生まれた。最初の近代的な運河は，リバプール商人の出
資によって建設されたサンキー・ブルック(Sankey Ｂrｏｏｋ)運河である。こ
の運河は1755年に許可が下り，1757年に投下資本18,600ポンドで10マイル
の運河が開通した。これはセント・ヘレン近郊の南ランカシャー炭鉱地帯
から出炭される石炭をウオリントンに近いマーシー川に連絡する運河であ
る。北部チェサイヤーの製塩地帯に石炭を輸送する手段としても利用され
た。
　もう一つの運河は，1759年に許可をえたブリッジウオーター卿(Duke of
Bridgewater)の運河である(当時は1720年の南海泡沫会社禁止法によって会社設
立には議会の許可が必要であった)。マンチェスターから7マイルの地点のウ
ースリーに産炭焼を所有していたが，輸送の困難からマンチェスター周辺
でさえ石炭価格が高く不利な状態であった。同様に，1759年にチェサイヤ
ーの水車職人，ジェームス・ブリンドリー(James Brindley)もウースリー
鉱山とマンチェスターを結ぶ運河の築造を始めた。この運河は1761に完成
し，それによってマンチェスターにおける石炭価格は半値にまで下がった
といわれる。運河輸送の成功に気をよくしたブリッジウオーター卿は1762
年にウースリー運河とマーシー川を結ぶおよそ35マイルの築造許可を獲得
し，これが1776に完成したブリッジウオーター運河である。 1778年に完成
したグランド・トランク運河と連絡したこの運河は，マーシー川とブリッ
ジウオーター運河を結び，ウエッヂウッドの生産地として有名なスタッフ
ォードシャーを経由してトレント川と結ぶものであった。
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　18世紀の終わりまでに築造された航行可能水路はおよそ2000マイルであ
り，その内3分の1が1760年から1800年にかけて築造された運河であった。
他の3分の1は自然のオープン・リバーであり，残りの３分の１が1600年か
ら1760年の間に築造されたものである。これを契機に1790年代まで第一波
の投資ブーム（『運河熱』）が起こった。 1788年から96年までの9年間に議会
はおよそ1000万ポンドの支出許可を与えている。 1790年から1800年までに
実際に開通した運河におよそ300万ポンドが投資され，なお300万ポンドが
築造途上の運河に投資されたといわれる。
　2.ロストウのテイク・オフ仮説
　ロストウは，1952年に刊行された「経済成長のプロセス」（Ｔｈｅ Process of
Economic Growth)において提示した考えを，エコノミック・ジャーナルに
発表した論文「自立的成長へのテイク･オフ」（Ｔｈｅ Take-offinto Self-Sustained
Growth, March 1956）の中で，テイク・オフ仮説を打ち出し，それはやがて
前述の「経済成長の諸段階」(Stages of Economic Growth,1960）となり，世
界的な注目を集める結果となった。
　したがって，前述のコンスタンツにおける国際経済学会における波紋は
1956年の論文をベースにしたものであり，関心の高まりもこの論文が契機
となったが，「諸段階」でさらに広く知られるようになった。ロストウに
よればテイク・オフ仮説とは次のようなものである。
　　　「経済成長過程は便宜上20ないし30年という比較的短い期間に集中
　　するとみなすことができる。その間に経済と，それを一部とする社会
　　は自ら変換し，続いて起こる経済成長は多かれ少なかれ自動的になる。
　　この決定的な変換は，ここではテイク・オフと呼ばれる。
　　　テイク・オフは期間と定義されるが，その間に一人当たり実質生産
　　高が上昇するような形で投資率が増大し，このような初期の増加がそ
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　　れとともに生産技術の急激な変化と，新しい投資規模を永続させるよ
　　うな所得フローの処分をもたらす」（Ｅｃｏｎｏｍｉｃ Journal,March 1956, p. 25)
　56年論文においては，テイク・オフは20年ないし30年の間に集中的に発
生する経済成長と定義している。しかし，「諸段階」においては次のよう
に定義される。
　　　「本書の目的のためには，離陸は次に述べる３つの互いに関連する
　　条件をすべて備えていなければならぬものとして定義される。
　　（1）生産的投資率が国民所得（もしくは国民純生産）の５パーセントな
　　　いしそれ以下から10パーセント以上に上昇すること。
　　（2）十分な力をもった一つないしそれ以上の製造業部門が高い成長率
　　　をもって発展すること。
　　（3）近代部門における拡張への衝動と離陸のもつ潜在的外部経済効果
　　　とを利用して成長に前進的性格を与えるような，政治的・社会的・
　　　制度的枠組みがすでに存在しているか，あるいは急速に出現しつつ
　　　あること。
　　　この第３の条件は，国内資金源から資本を動員しうる相当強力な能
　　力の存在をも要請している。離陸の中には，英国や日本の例にみられ
　　るように，事実上全然資本輸入なしに起こっているいるものもある。
　　また離陸の中には，アメリカ合衆国，ロシア，カナダの例にみられる
　　ように外国資本の割合の高かったものもあった。しかし，国によって
　　は，長期にわたる多額の外国資本輸入が，離陸のための先行条件をつ
　　くり出すのに明らかに貢献しながら，しかもそれが実際に離陸を惹き
　　起こすにはいたらなかった場合もある。 1914年以前のアルゼンチン，
　　最近までのヅェネズエラ，現在のベルギー領コンゴ等がその例であ
　　る」（「諸段階，邦訳pp. 53-54)
　ロストウはさらに離陸期の投資率の「一応の証拠」(prima faciecase)に
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ついて次のように述べる。
　　　「経済的発展の初期段階における経済の限界資本／産出高比率を3.5
　　対１と想定し，人口増加を異常ならざる率として年率1-1.5パーセン
　　トと想定する。この率の下で一人当たりＮＮＰの3.5ないしは5.25パ
　　ーセントが規則的に投資されなければならないことは明白である。一
　　人当たりＮＮＰを年率２パーセント増加させるためには，以上の仮定
　　のもとで，ＮＮＰの10.5ないし12.5パーセントが規則的に投資されな
　　ければならない。そこで，定義と仮定とによって一人当たりＮＮＰを
　　相対的沈滞の状態から相当程度の規則的上昇へと移行させるためには，
　　生産的に投資される国民生産物の割合が，典型的な人口条件の下で，
　　５パーセント内外から10パーセント内外へと変化しなければならない
　　のである」（「諸段階」，邦訳p.56)
　ここでは，前述のように投資率の急上昇がテイク・オフの重要な条件と
されている。このような視点から，各国の「暫定的・近似的離陸期」を次
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のような一覧表にしている。
　ロストウは，この表における離陸期は「工業化が根を下ろしたばかりの
初期の段階」を分離するためのものであって，「工業化が大規模化し統計
的により印象的な現象となった後期の段階」ではないとして，「英国にお
いて工業化が完全に根を下ろしたのは」，1815年から1850年であったとし
ながら，「もしも離陸時を決定するために選ばれた基準が，全面的な工業
成長が最も急速であった時期，あるいは大規模工業が成熟した時期という
ことであるならば，われわれの離陸の時期はすべてもっとおそいものとさ
れなければならないであろう」といい，イギリスは186ト93年，スウェー
デンは1890-1920年，日本は190ト20年，ロシアは1928一４０年になるという。
しかし，早い時期をテイク・オフ期として選んだのは，「決定的な変貌（投
資率の決定的な上方移動もこれに含まれる）は工業化の第１局面においておこ
ったと信じられる」からであるというのが，ロストウの主張である。
　しかし，イギリスのテイク・オフは1783年から1802年であり，その時期
に投資率が急上昇しているとする点については，前述のようにコンスタン
ツにおける学会においてデイーン・ハバクックによって異論がだされてい
る。ロストウは，産業革命の変化のメカニズムは資本形成の決定的なシフ
トにあるとする考え方をルイスから援用し，それをあてはめてテイク・オ
フ期（1783年-1802年の20年間）を検証しようとしたのである。しかし，デ
イーン・ハバクックは，投資がロストウのいう20年間に集中しているとい
うことはなく，産業革命期を通じてもっとなだらかであると主張した。デ
ィーン・ハバクックの主張は，ケアンクロス(A. K. Caircross)とクズネッ
ツによって支持された。ロストウが指摘するように急激な投資率の上昇で
はなく，ゆっくりかつステディーなものであったと主張した。
　その後の展開についてクローゼットは次のように要約する。「1960年代
に，多くの経済学者は，経済成長と工業化の中心的役割について戦後（第
２次大戦後一引用者）広く受けいれられてきた見解に疑問をいだくようにな
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った。それは事実と矛盾し，理論的にも不適切だからである。生産高が資
本によって制限されるとか，資本蓄積それ自体が必ず経済成長をもたらす
とか，あるいは資本ストックとその増加率が一国の経済進歩の重要な決定
要因であるというようなことを想定しなくなった。貯蓄率のある程度の増
加は成長過程の一部を形成するかもしれないが，投資はせいぜい経済成長
の必要条件に過ぎず，決して原動力primum movensでもなければ十分条
件でもない。それは多くの原因のひとつに過ぎず，技術進歩，『有用な知
識』や人的資本投資（すなわち教育）と一緒になったものであり，この『余
り物』の重要性が最近の成長理論でも強調されるようになったところであ
る。全体的ゲインと一人当たり生産物は主として投入の量ではなく質の改
善から，役人の一単位当たりの高い効率から出てくるものである。資本形
成は資本利用と同様重要ではない。さらに多くの経済学者が貯蓄と成長の
因果関係から目を別の方向に向けるようになり，貯蓄率の上昇はテイク・
オフを促進するのではなくテイク・オフの結果としてでてくるため，所得
の成長は後から資本形成を引き出すという見方をするようになった。貯蓄
と投資が成長をもたらすというより，両方が成長の結果であるように思わ
れる（18世紀のイギリスの場合についていえば，工業資本の主たる源泉は再投資
された利潤であり，その他の源泉は工業とともに成長した銀行であり商人であっ
た）。」(Crouzet,op cit,p. 18)
　このような考え方は，ディーンの結論すなわち，18世紀には国民所得に
占める投資率が1840年までは10％以上になることはなかったという見解と
一致するものであり，経済史研究者の間では広く受けいれられるようにな
った。このような学会の動きは，ロストウの仮説，すなわちテイク・オフ
期における急激かつドラマティックな投資率の増加があったとする説を否
定する方向に傾いていった。しかし，確かに18世紀の最後の20年間に投資
率が２倍になったという考え方は間違っていたかもしれないが，18世紀半
ばから19世紀半ばまでをとれば確かに投資率の増大はあったという見解も
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でるようになり，ロストウはテイク・オフの時期の選択を間違えたに過ぎ
ないという見方もでるようになった。しかし，ほとんどの人が産業革命は
資本蓄積の著しい増加の結果であるという見方をしなくなった。それで論
争が完全に終わったかかといえば，そうではなかった。
　ディーンの結論に対して，あまりにもグレゴリー・キングの資料に頼り
すぎているという批判がでた。それは出発点の17世紀後半から18世紀前半
にかけて投資率が５％であるという前提が崩れる結果となった。ロストウ
のテイク・オフ仮説との関連でいえば，投資率が５％から10％に上昇する
ことが重要であったが，前段階の５％に疑問がでるようになったのである。
それについてはクズネッツも投資率はもっと低かったと主張した。しかし，
やがてシドニー・ポラード(SidneyPollard)は1815年以前の投資率はディー
ンが想定したよりも高く，ルイス・ロストウの想定したものに近いという
結論を引き出した。同様にヒッシュロウ(AlbertFishlow,1865)も国民所得
は長期の変化を見るには適切ではなく，急速な工業化の時期であっても人
当たり所得の急増や貯蓄率の上昇は現実を見失ってしまうといい，産業革
命は少数の工業部門に集中していたのであって，それが急成長しても国民
所得の上昇への貢献は大きくはなかったと主張した。
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